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一回の講義 (2014 年 2 月) 内容をもとに，一般市民への情報提供を意図しつつ再構成




























2 ) これは周知のとおりハーバーマスのキー概念の訳語の見直しから定着したもので (花
田 1996)，筆者の意図する含意とずれる面があり，少し回りくどい書き方をした。公共








































4 ) 米国における対話=討議の公共圏の概念関係については山田 (2009) が詳しい。





















































































































80 年代から 90 年代にかけて，公共サービスという言葉はそれほど一般的では
なく，足立の考察は主に行政責任を考える上での手がかりであった。そもそも，





































































の理念と目標」の中でも短縮したものが載っている。出典は官邸 HP (http : //www.
kantei. go. jp/jp/gyokaku/report-final/)。ちなみにこの「公共」は対話の活性化と噛み
合わないが，行政学では概ね肯定的な雰囲気であった。





















































































その延長にある 90 年代末の「橋本行革」，2000 年代の「小泉改革」は，行政
機関を民間企業の経営手法で運営するという NPM (New Public Management) の
趨勢を日本に積極的に取り入れようとしてきた。その主な手法は，最も地味で従
















基本構図は図表 2 を参照されたい。英国で 1990 年代前半に導入された手法
で，「Private Finance Initiative」と呼ばれている。
9 ) a の前半と b は「PFI 事業導入の手引き」内の基礎編を，c は「公共サービス改革
(市場化テスト)」webページをもとに言い回しを変えている。出典は順に次のとおり。
http : //www8.cao. go. jp/pfi/tebiki/kiso/kiso01_01.html，
http : //www8.cao. go. jp/pfi/tebiki/shiryou/yougosyuu/yougosyuu03.html#s07，
http : //www5.cao. go. jp/koukyo/kaisetsu/kaisetsu.html




































− − − − ○
出典：内閣府 HP「PFI事業導入の手引き」基礎編，Q3から表記を変更























出典：内閣府 HP「PFI事業導入の手引き 基礎編 Q4」掲載図を一部変更














3. 2. 改革法 (市場化テスト法)
市場化テストの原イメージはシンプルである。政府の個別の業務が民間企業で















































11) 職業安定法，国民年金法，戸籍法，不動産登記法 (改革法の平成 19 年改正)，刑事収
容施設及び被収容者等の処遇に関する法律 (改革法の平成 21 年改正)。
なお，同法は地方自治体のサービス実施も対象としているが (1条)，「特定公共サー
ビス」以外は地方自治法の下で独自に条例等に基づいて行えばよい。よって，同法に関
わる自治体の業務は，伊藤 (2014a : 205-206) が指摘するように，戸籍法に基づく戸籍
謄本等など五つの窓口業務のみである。
―― 公共サービス改革と公共的対話について134
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る)。ちなみに本稿執筆時点で最新の 10件 (番号 380〜371) も民間競争入札であった。
14) 永田町合同庁舎の管理・運営業務で，民間が落札 (2009〜2012 年)。残り 4件は独立
行政法人で，日本貿易振興機構の 2 図書館 (一つは民が落札)，国民生活センターの企










。入札不調の印象深い事件が 2012 年 11 月
に起こっており，報道もされて少し有名になった事例なので言及しておきたい。
これは，法務局が募集した登記簿の閲覧や登記記載事項証明書の発行業務の民


















ちなみに，内閣府によると，これまで年間平均で 211億円 (3割弱) の経費が
削減されており，2014 年 7月現在で実施されている主な事業で 181億円を削減
しているという (図表 4)。




17) 2012 年 11 月 30 日付「東洋経済 ONLINE」(http : //toyokeizai.net/articles/-/11899)
による。
18) 法務省HPも参照のこと (http : //www.moj. go. jp/MINJI/minji03_00017.html)。


























20) この法制定運動のキーパーソンによる解説 (吉澤 2009) を参照のこと。
21) 出典は，ふじみ野市役所 HP，平成 18年『ふじみ野市大井プール事故調査報告書』
(https : //www.city. fujimino.saitama. jp/profile/policy/pdf/pooljikohoukoku.pdf)。
―― 公共サービス改革と公共的対話について138
図表 4 平成 26 年度 7月時点で実施中の主な事業と経費削減例
事業名 法の特例 経費削減効果
国民年金保険料収納事業 (日本年金機構) ○ 126億円 (181億円→ 54億円)
登記次項証明等の交付等 (法務省 登記所) ○ 48億円 (110億円→ 62億円)
刑事施設の運営業務 (法務省) ○ 未掲載
統計調査 (18調査) 4億円 (15億円→ 11億円)
施設管理・運営業務等 3億円 (202億円→ 199億円)
出典：内閣府 HP下記 URL掲載図を簡素化して作成
(http : //www5.cao. go. jp/koukyo/kaisetsu/kaisetsu.html)
水を循環させるための吸水 (排水) 口 (大きな吸水桝があり，その奥に直径 30センチ







とみられる (p. 26)。その年のプール開きの前に，受託者である施設管理会社 (太
陽管財株式会社) は防護柵を点検した際にも，防護柵をネジ止めせず針金で済ま
せた。これは大井町営時代から断続的に繰り返されていたという (p. 32)。この





















定は 6〜7年まえから行われていた」(http : //www.sozogaku.com/fkd/cf/CZ0200706.
html)。










者は流水を止めることはしなかった (p. 31)。そして小 2 の女児は管の奥に吸い
込まれてしまい命を落とした。
以上がふじみ野市営プールで死亡事故を招いた杜撰な管理体制のあらましであ


















23) 松藤 (2008) が指摘するとおり，「職員」から考えるか，業務の「要員」から考える
かで論理は大きく異なってくる。地方公務員の平均年収 (直接支払われる分) を時給換






























働力調査年報」(平成 25年) のデータによると，2013年は派遣・準社員の 34.5%，契
約社員の 31.2%がこれにあたる (200〜299万円)。ちなみに 100〜199万円の層もほぼ
同様の割合を占めており，300万円から上の割合は極端に下がっている (データはいず
れも男女合計の場合で，同調査「詳細集計Ⅱ-3-A」(http : //www.stat. go. jp/data/
roudou/report/2013/dt/zuhyou/a00300d.xls) による。
↘




















一 国 (独立行政法人 (独立行政法人通則法 (平成十一年法律第百三号)
第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。) を含む。第十一条を除


















































る (http : //www.komu-rokyo. jp/campaign/index.html)。公契約条例とは，「地方公共
団体が契約を結ぶ際，入札基準や落札者決定で契約先における労働者の生活賃金や雇用
安定，男女共同参画，障がい者雇用，環境，地域貢献など社会的価値を評価することを
定めるもの」で (www.komu-rokyo. jp/campaign/law/index.html)，野田市 (千葉県)
が 2009 年に最初に制定している。














































ごみ減量化対策の実施 (以上は 50% 超)，日常生活の困りごとの相談の四つと
なっている。ただ，ボランティア活動担い手の発掘や育成については，最も期待







































28) 平成 15年と平成 22 年の対比。ただし表現は少し異なっている。平成 15年は「税負
担より行政サービス低下を我慢する」について「そう思わない」が 43%，「そう思う」


































29) 出典は内閣府 HP (http : //www8.cao. go. jp/survey/tokubetu/h18/h18-koukyou.pdf)。




(deliberation, deliberative democracy) を，次に検討していく。
4. 2. 討議・熟議 (デリバレーション)
欧米における討議民主主義の実践が日本でも知られるようになったのは，科学






















30) この略記はあまり見かけないが，若松 (2010) が用いている。




Jury) がある (順に，Fishkin 2009，Crosby 1995)。またコンセンサス会議のバリエー






































る不信感を表す発言が増えたという (木場 2000 : 41-42)。
討議の結論が求めたのは，専門家にきいてもわからなかったことをさらに研究
すること，患者側に立ったインフォームド・コンセントであり，私的な関心より


















4. 4. プランニング・セル (PZ)
1970 年代から，ドイツのペーター・ディーネルは独自に参加民主主義の一つ
の方法として PZを開発していった。ここではディーネル (Dienel 1986, 2009) に
―― 公共サービス改革と公共的対話について150






























33) 篠藤 (2012 : 73-74) によると，1973年が最初で 83年までに 6件，85年以降開催が
増え，特に 90 年代後半が多く (99 年の 7件が最大)，2009 年も 5件と多い (2009 年ま
でにドイツで合計 65件)。
↗
34) 出典は，フリードリヒ・エーベルト財団のデジタル・ライブラリー (FES-Analyse) の，
Dienel著 (2002 年)，“Die Planungszelle : Zur Praxis der Bürgerbeteiligung” (library.
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。佐藤徹 (2012) の分析によると 2010 年までに 137件が開催
され (完全無作為抽出型)，初期は JCと行政の共催が，のちに JCの単独ではなく
地元自治体行政との共催が多く，約 3割が東京都内である。直近の目立った例で
は 7月に名古屋市で観光をテーマに (日程は一日だけで) 開催されている
37)
。
準備には 6〜8ヶ月かかり (目安として図表 6)，費用については，標準型となっ










る (http : //www.chiiki-dukuri-hyakka.or. jp/book/monthly/1311/html/r01.htm)。





ワーク」も最新情報の更新は 2013年 12 月となっている。
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図表 6 ｢市民討議会」開催までの準備スケジュール
8〜6 か月前 組織化 実行委員会，各担当・役割





承諾率は 5〜6%，当日はその 7〜9 割が参加































39) たとえば，新宿区は 2010 年の自治基本条例策定や 2011 年の総合計画の実施計画改良
(一種の事業仕分け) で，区民討議会を，アンケート，地域懇談会，パブリックコメン
トとともに広聴手段の一つとして活用している (篠藤 2012 : 103，長野 2014)。また，
直近では，2014 年，伊丹市が「第 3回まちづくり基本条例見直しに係る市民会議」の
委員 30名すべてを無作為抽出 3000名 (ただし同数のアンケートに参加希望者が返送す
る) から任命し，同年 6 月から毎月会議を開いている (上記の「第 3 回」とは平成
26〜27年度を指す)。会議録 (要録) が市役所 HPに掲載されている。ただし会議進行
の方法や工夫などの情報は見当たらない。ちなみに出席者数は，初回 24名 (6 月)，13
名 (7月)，14名 (8月) となっている (http : //www.city. itami. lg. jp/SOSIKI/SHIMIN/
MACHI/MATIDUKURI_KIHON_JORE/MATIJO_MINAISI/minaosi3/index.html)。
―― 公共サービス改革と公共的対話について154









































判は根強くあることがディーネル (二男のハンス) の講演でも言及されていた (篠藤ほ
か 2009，4章に収録)。




























ならない。というのも，現実の「市民参加 (public participation) には悪名高い歴
史があり，交渉 (negotiation) はしばしば事態をさらに悪化させているようであ
―― 公共サービス改革と公共的対話について156












のを目にしてきた (Forester 2009 : 176-177)。
1．典型的な公聴会では，「決定し，布告し，防御する」という戦術がとられて
おり，市民の怒りも同様に助長されている。
2．感情的な参加グループ (passionate parties) は，たいてい，自分たちの利益
のほんの一部しか見ていない。
3．党派的グループ (parties) は，自分たちの使命と密接に一体化した (identi-






「何があったのですか (Whatʼs the story?)」と訊き，「それついてどう思いま
すか」ではなく，「どのように扱ったり，応じたりしてきたのですか」と訊
くことで，議論すべきことはまだまだ出てくる。
6．対立する参加者が合意に至ると，魔法のようだ (“Itʼs magic what happened”)
と彼らに驚かれるが，ファシリテーターが行ったのは魔法ではなくハード
ワークである。できないことよりも何が起こりうるかに注意深く関心を向
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けて，当初の懐疑やシニシズムを，十分な情報に基づいた判断や創造的な
共同作業に変えていく。









































・非難合戦 (blame games) はすぐに個人攻撃となるので重大なリスクであ
る。お互いに防御姿勢や正当化や反論のための反論 (counter argument) に
なってしまうので，仲裁者は，「あなたは」という表現ではなく，「こうし




ない)，ディベートは議論を先鋭化 (sharpen) させる (さらなる関係悪化を
厭わない) が，交渉は，対照的に，実際にできる行為 (practical action) に，
つまり「我々は何を[次に]するべきなのか」という問いに答えられること
に基づいた合意を求めている」(p. 185)。
41) そのため，フォレスターは，対話を促進するには会話 (conversation) をファシリ
テートしなければらず，ディベートでは論争をモデレートさせねばならず，交渉ではど
んな活動をするかの提案 (proposal for action) をメディエイトしなければならない
(Forester 2009 : 7)，と語彙の使い分けを重視しているのだが，“ファシリテーションと
いう日本語”ですらあまりわかった気がしないのが実情だから，本稿では訳語対応させ
ようとはしていない。








ても議論 (discourse) はなしというような「公的参加の手続き (public engagement

















































































42) デリバレーションは 90 年代米国を中心に広まったが，その念頭にあったのは 20世紀
におけるシュンペーターのようなエリート主義的民主主義観の優位である。もっともそ
れは 60 年代以後，「参加民主主義」から強く批判されるようになるのだが，それもまだ






44) 先の注と同様，ここでは篠原 (2004, 2012) と佐々木 (2009) の解説を参照している























































しては，そのデリバレーションの効果的な仕組み (effective deliberative system)
に貢献するかどうかを問うほうが，発言がどのような制度的文脈でなされるかで
区別するよりもベターであり，その判断には発言者の意図が有益な情報になる，






用いており，「話し合い」というくらいの普通の言葉でもあると篠原 (2012 : vi) は指摘
している。そもそもドライゼクはデューイの対話・公衆論にも同様に言及している





























クシングの技か興行を連想しないだろうか。シャンタル・ムフ (Mouffe 1999, Mouffe







47) これは篠原の強調点で，篠藤 (2006) が要約・執筆した篠原の講演要録にわかりやす
く明示されている。























48) 山田 (2009) は，結果的な「熟議のシステム (deliberative system)」という抽象的



















めていた三鷹青年会議所との関心が一致し」たという (吉田 2005 : 15)。この運営
方法が日本版プラーヌンクスツェレの標準型となっていく (三鷹モデル)。















だったが，三鷹市が粘り強く交渉し，2000名の無作為抽出 (期間が 8月と 9 月の
二日ずつ二セットで 2000名) から 94名の承諾者と，別途団体選出の 25名を加え
る折衷型となった。三鷹市役所 HPによると，当日参加者の合計は 101 人で，一




50) 出典は，吉田 (2009) および三鷹市役所 HP「外環中央ジャンクション三鷹地区検討
会」(http : //www.city.mitaka. tokyo. jp/c_service/003/003794.html)。




















































成される (p. 48) ものと位置づけている。
「多摩市民まちづくり討議会からの提案に対する図書館の考え方」(平成 21 年 3 月，



































運営組織 (実施機関) のメンバーが育ちにくいこと (JCでは実行委員会のメンバー
が毎年入れ替わるうえ自治体行政の素人である) を課題として挙げ (篠藤 2012 : 112-
113)，さらなる挑戦を促している。
54) 具体的には，「まちづくりディスカッション/わいわいミーティング/南の風トーク












































































59) これはよく知られたフーコーの主体 (=従属) 化の問題意識と関わるが (Foucault
2004)，その新自由主義的方法について理論的総合化と実態を架橋的に研究しようとす































(髙橋 2014)。そこでは， (リプスキーを経由しつつ) ゴフマンの「エンカウンター」
概念に立ち返りつつ (Goffman 1961)，上記の権力分析のほか，デリバレーションに近
接したバーテルズ論文 (Bartels 2013) を参照している。なお，施策の「形成」過程に
傾いた本稿と「実施論」との関係は稿を改めて考えたい。
61) ｢高価だが性能は抜群という意味で」(篠藤 2012 : 65) 肯定的にこれを紹介している。
62) 少し紛らわしい言い方になるが，本稿はデリバレーションの制度化をめざすのではな
く，公共サービス改革の法制度 (とその実施) に関心を向けている。
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